
参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 6

【事業年度】 平成３０年度

【申請事業費】 ９９，９２２，０００円

【事業費内訳】 ①積算補助業務 ３０，２６２，０００円

②工事関連支援業務 ６９，６６０，０００円

【委託業務内容】

【全体事業費】　　平成２８年度　　　６０，０００，０００円

　　　　　　　　　平成２９年度　　　５３，１４５，０００円

　　　　　　　　　平成３０年度　　　９９，９２２，０００円

　　　　　　　　　計　　　　　　　２１３，０６７，０００円

【基幹事業との関連性】

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

①積算補助業務
　第二次防御ライン工事発注において設計書に必要な数量確認、積算資料の作成、積
算データの入力業務等委託
②工事関連支援業務
　橋梁及び道路築造工事監督業務委託、設計・施工条件の整理、積算算出資料と実施
設計との調整

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

全体事業費 ２１３，０６７，０００円

本路線は第二次防御ラインとして位置づけており、路線西側には下増田地区防災集団
促進事業移転先団地（美田園北団地）や集落が存在していることから、それらを守る
ため整備するものである。住宅再建が進んでおり、安全・安心な生活環境を早急に確
保する必要があることから、本路線の整備を促進する。

（２）工事統括マネジメント事業

　第２次防御ライン整備事業に係る発注者支援業務

事業番号

　「閖上南北線」「増田川線」「川内沢川線」及び「北釜線」の４路線については、
本市の第二次防御ラインに位置づけした道路である。既に、美田園北地区の防災集団
移転促進事業も完了し、また、周辺集落地区においても住宅を再建し、震災前の生活
を取り戻しつつある中、安全・安心な生活環境の確保のためにも本事業の推進は急務
である。
　本事業は、延長約6,620ｍと長く、幅員は11.5ｍであるがT.P5mまで嵩上げ盛土を行
うなど工事量が多く、また、県の河川工事、ほ場整備工事など関連事業との調整事項
も多く膨大な事務量となっている。このことから、積算補助業務、工事監督業務等を
委託し工事を推進すべく係る事業費を措置するもの。


